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平成 30 年度中津市決算に基づく健全化判断比率 

及び資金不足比率の審査意見について 

 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 3条第 1項及び第 22条第 1項の規定に基

づき審査に付された、平成 30 年度中津市決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率

並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類を審査したので、その結果について次

のとおり意見を提出する。 
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凡  例 

 
 1. 文中に用いた金額は、原則として千円単位で表示した。 

2. 比率（％）は、原則として表示単位未満を四捨五入した。 
3. 「ポイント」とは、パーセント間の単純差引数値である。 
4.  増減率とは、本年度と前年度の差額を、前年度の額の絶対値で除したものを百分 

率で表示したものである。 
5. 符号の用法は次のとおりである。 

    （0、－ ）……該当数値のないもの 
    （  △ ）……負数又は減数 
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健全化判断比率及び資金不足比率の審査意見 

 

 

第１ 審査の対象 

平成 30 年度中津市決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎

となる事項を記載した書類 

 

 

第２ 審査の期間 

令和元年 8月 1日から令和元年 8月 21 日まで 

 

 

第３ 審査の方法 

審査にあたっては、市長から審査に付された健全化判断比率及び資金不足比率並びにその

算定の基礎となる事項を記載した書類が、地方公共団体の財政の健全化に関する法律その他

の関係法令（以下「関係法令」という。）に基づき算定され、適正に作成されているかを確認

するとともに、関係職員に説明を求め計数の分析を行い審査した。 

 

 

第４ 審査の結果 

健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類は、関

係法令に基づき算定され、かつ、適正に作成されており、その比率は早期健全化基準及び経

営健全化基準を下回っており、いずれも健全性を確保していると認めた。 

審査の概要並びにそれに対する意見は、次のとおりである。 
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1. 算定対象会計 

 

 健全化判断比率及び資金不足比率の算定対象となる会計の区分は、次のとおりである。 

 

 

 

一般会計

ケーブルネットワーク事業特別会計

中津駅北土地区画整理清算事業特別会計

国民健康保険事業特別会計(事業勘定）

国民健康保険事業特別会計(直診勘定）

介護保険事業特別会計(保険事業勘定)

介護保険事業特別会計(サービス事業勘定)

駐車場事業特別会計

後期高齢者医療特別会計

水道事業会計

病院事業会計

診療所事業会計(小児救急センター)

農業集落排水事業特別会計

小規模集合排水事業特別会計

サイクリングターミナル事業特別会計

－

－

・資金不足比率については、公営企業会計ごとに算定される。

・法適用とは、地方公営企業法を全部又は一部適用する公営企業であり、法非適用とは、法適用以外の

　公営企業をいう。

健全化判断比率及び資金不足比率の算定対象となる会計等の範囲

広 域 連 合

地 方 公 社

区　分 会　計　名　等 各指標の対象範囲

法
適
用

一
般
会
計
等

一般会計

公
　
　
営
　
　
事
　
　
業
　
　
会
　
　
計

公
営
企
業
会
計

法
非
適
用

特別会計

特別会計
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2. 健全化判断比率 

 

 健全化判断比率の状況は、次のとおりである。 

 

（単位：％､ポイント）

－ － －
(△5.93) (△6.88) (0.95)

－ － －
(△32.89) (△33.97) (1.08)

3. 実 質 公 債 費 比 率 5.7 5.3 0.4 25.0

4. 将 来 負 担 比 率 36.9 33.7 3.2 350.0

備考：実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、赤字でないため「－」で表示した。

　　　各比率の（　）内の数字は計算結果に基づく数値を参考値として表示した。

12.20

17.20

1. 実 質 赤 字 比 率

2. 連結実質赤字比率

平成29年度平成30年度
早期健全化
基　　　準

区　　分 増　減

 

 実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、該当の数値はない。 

 実質公債費比率は 5.7％で、前年度に比べ 0.4 ポイント悪化したが、早期健全化基準

(25.0％)を下回っている。 

 将来負担比率は 36.9％で、前年度に比べ 3.2 ポイント悪化したが、早期健全化基準

(350.0％)を下回っている。 
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(1)実質赤字比率 

 地方公共団体の最も主要な会計である一般会計等に生じている赤字の大きさを、その地方

公共団体の財政規模に対する割合で表したもので、比率は次の算式による。 

 

△1,384,260 千円

23,307,093 千円

＝ △5.93 (参考比率)

一般会計等の実質赤字額

標 準 財 政 規 模
＝  ×100実質赤字比率 

 

 

[実質赤字比率] (単位：％､ポイント)

区　　　分 平成30年度 平成29年度 増減 早期健全化基準

実質赤字比率 － － －

（参考比率） (△5.93) (△6.88) (0.95)
12.20

 

 実質収支額は 1,384,260 千円の黒字となっているため、実質赤字比率はない。 

 参考としての比率を求めたところ△5.93％となり、前年度に比べ 0.95 ポイント悪化して

いる。 

 

[実質収支額] (単位：千円､％)

平成30年度 平成29年度 増減額 増減率

 一般会計 1,370,030 1,600,492 △230,462 △14.4

 14,230 8,470 5,760 68.0

 0 0 0 -

1,384,260 1,608,962 △224,702 △14.0

区　　　　　分

合　　　　　計

一　般
会計等 特別

会計

 

 実質収支額の 3会計の合計は 1,384,260 千円で、前年度に比べ 224,702 千円(14.0％)減少

している。これは主に、一般会計の実質収支額において、歳入総額の減少が歳出総額の減少

を上回ったことにより 230,462 千円(14.4％)減少したことによるものである。 

 一般会計の歳入の減少は主に、公債費算入の減額及び合併算定替終了に伴う段階的縮減に

よる普通交付税の減や、国庫支出金（生活保護費負担金、社会資本整備総合交付金等）の減

によるもので、歳出の減少は主に、普通建設事業費（認定こども園の整備補助金や認定農業

者規模拡大支援事業補助金、山国社会福祉センター(仮称)整備事業費や住宅建設改良事業費

等）の大幅な縮減によるものである。  

 

[標準財政規模] (単位：千円､％)

平成30年度 平成29年度 増減額 増減率

標 準 税 収入 額等 12,231,853 12,202,401 29,452 0.2

普 通 交 付 税 額 9,796,650 9,878,599 △81,949 △0.8

臨 時 財 政対 策債 1,278,590 1,281,430 △2,840 △0.2

23,307,093 23,362,430 △55,337 △0.2

区　　　　　分

合　　　　　計
 

 標準財政規模は前年度に比べ 55,337 千円(0.2％)減少している。これは主に、標準税収入

額等が 29,452 千円(0.2％)増加したものの、普通交付税額が 81,949 千円(0.8％)減少したこ

とによるものである。  
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(2)連結実質赤字比率 

 公立病院や下水道など公営企業を含む「地方公共団体の全会計」に生じている赤字の大き

さを、財政規模に対する割合で表したもので、比率は次の算式による。 

 

△7,667,463 千円

23,307,093 千円

＝ △32.89 (参考比率)

全会計の実質赤字額

標 準 財 政 規 模
＝  ×100連結実質赤字比率 

 

 

[連結実質赤字比率] (単位：％､ポイント)

区　　　分 平成30年度 平成29年度 増減 早期健全化基準

連結実質赤字比率 － － －

（参考比率） (△32.89) (△33.97) (1.08)
17.20

 
 連結実質収支額等は 7,667,463 千円の黒字となっているため、連結実質赤字比率はない。 

 参考としての比率を求めたところ△32.89％となり、前年度に比べ 1.08 ポイント悪化して

いる。 

 

[連結実質収支額及び資金剰余額] (単位：千円､％)

平成30年度 平成29年度 増減額 増減率

一般会計 1,370,030 1,600,492 △230,462 △14.4

ケーブルネットワーク事業特別会計 14,230 8,470 5,760 68.0

0 0 0 -

国民健康保険事業特別会計(事業勘定） 602,602 747,861 △145,259 △19.4

国民健康保険事業特別会計(直診勘定） 1,322 269 1,053 391.4

介護保険事業特別会計(保険事業勘定) 147,180 100,503 46,677 46.4

7,730 4,551 3,179 69.9

駐車場事業特別会計 133,438 2,594 130,844 5,044.1

後期高齢者医療特別会計 4,331 14,831 △10,500 △70.8

水道事業会計 1,358,808 1,355,883 2,925 0.2

病院事業会計 3,681,217 4,032,951 △351,734 △8.7

診療所事業会計(小児救急センター) 11,186 5,622 5,564 99.0

301,829 34,483 267,346 775.3

7,256 10,579 △3,323 △31.4

農業集落排水事業特別会計 26,299 19,179 7,120 37.1

小規模集合排水事業特別会計 5 31 △26 △83.9

サイクリングターミナル事業特別会計 0 0 0 -

7,667,463 7,938,299 △270,836 △3.4

区　　　　　分

合　　　　　計

公
営
事
業
会
計

公
営
企
業
会
計

一　般
会計等

 

 連結実質収支額等の合計は、前年度に比べ 270,836 千円(3.4％)減少している。これは主

に、打切決算により公共下水道事業特別会計(公共下水道事業)の資金剰余額が 267,346 千円

(775.3％)増加したものの、一般会計が 230,462 千円(14.4％)、国民健康保険事業特別会計

(事業勘定)が大分県の財政運営主体化に伴う保険財政共同安定化事業の廃止による減等に

より 145,259 千円(19.4％)、病院事業会計が 新病棟増築工事の建設改良費等の増により

351,734 千円(8.7％)それぞれ実質収支額等が減少したことによるものである。 
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(3)実質公債費比率 

 実質公債費比率は、地方債の元利償還金や公営企業における地方債の元利償還金に対する

繰出金などの、公債費に準じるものを含めた実質的な公債費相当額に充当された一般財源の

標準財政規模に占める割合の過去 3ヵ年の平均値をいい、公債費による財政負担の度合いを

判断する指標として、起債に協議を要する団体と許可を要する団体の判定に用いられる。比

率は次の算式による。 

　　　　　　　　 　 　(元利償還金＋準元利償還金)－(特定財源＋

(① 5,151,709 +② 1,228,190 )-(③ 606,406 +④ 4,593,428 )

　　　　　　(標準財政規模－

⑤ －④ （単位：千円）

＝ 6.30589

×100実質公債費比率＝

23,307,093 4,593,428

  

 

平成28年度 平成29年度 平成30年度
5.39653 ＋ 5.43052 ＋ 6.30589

3
＝[3ヵ年平均値] ＝ 5.7

 

 

[実質公債費比率] (単位：％､ポイント)

区　　　分 平成30年度 平成29年度 増減 早期健全化基準

実質公債費比率(3ヵ年平均) 5.7 5.3 0.4 25.0

 

 本年度の実質公債費比率は 5.7％で、0.4 ポイントの悪化となっている。早期健全化基準

(25.0％)は下回った数値となっている。算定の内訳は次のとおりである。 

  

[実質公債費比率算定内訳] (単位：千円､％)

平成30年度 平成29年度 増減額 増減率

① 地方債の元利償還金 5,151,709 5,014,528 137,181 2.7

② 準元利償還金 1,228,190 1,204,556 23,634 2.0

③ 特定財源 606,406 584,187 22,219 3.8

④ 4,593,428 4,616,918 △23,490 △0.5

⑤ 標準財政規模 23,307,093 23,362,430 △55,337 △0.2

1,180,065 1,017,979 162,086 15.9

18,713,665 18,745,512 △31,847 △0.2

区　　　　　　分

　　　　分　子　合　計　(①+②)-(③+④)

　　　　分　母　合　計　(⑤-④)

 

 実質公債費比率の上昇は、分母が31,847千円(0.2％)減少し、分子が162,086千円(15.9％)

増加したことによるものである。 

 これは主に、分母の⑤標準財政規模が 55,337 千円(0.2％)縮小し、分子である①地方債の

元利償還金(満期一括償還分を除く)が 137,181 千円(2.7％)増加したためで、単年度で 0.9

ポイント、3ヵ年平均で 0.4 ポイントの悪化となっている。 
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(4)将来負担比率 

 地方公共団体の借入金（地方債）など現在抱えている負債の大きさを、その地方公共団体

の財政規模に対する割合で表したもので、比率は次の算式による。 

 

将来負担額　－(充当可能基金額 ＋特定財源＋

① 62,333,078 －(② 9,156,071 ＋③ 5,731,177 ＋④ 40,531,917 )

(標準財政規模－

⑤ －⑥ 4,593,428 （単位：千円）

＝ 36.9

将来負担比率＝  ×100

23,307,093

 

 

[将来負担比率] (単位：％､ポイント)

区　　　分 平成30年度 平成29年度 増減 早期健全化基準

将来負担比率 36.9 33.7 3.2 350.0
 

 将来負担比率は 36.9％で、前年度に比べ 3.2 ポイント悪化したが、早期健全化基準

(350.0％)を下回った数値となっている。算定の内訳は次表のとおりである。 

 

[将来負担比率算定内訳] (単位：千円､％)

平成30年度 平成29年度 増減額 増減率

一般会計等の地方債現在高 41,731,425 42,489,418 △757,993 △1.8

債務負担行為に係る支出予定額 391,744 390,566 1,178 0.3

公営企業等繰入見込額 14,067,354 14,048,007 19,347 0.1

組合等負担見込額 0 0 0 -

退職手当負担見込額 5,897,084 6,297,189 △400,105 △6.4

設立法人の負債等負担見込額 245,471 257,207 △11,736 △4.6

連結実質赤字額 0 0 0 -

組合等連結実質赤字額負担見込額 0 0 0 -

計 62,333,078 63,482,387 △1,149,309 △1.8

②充当可能基金額 9,156,071 8,707,188 448,883 5.2

③特定財源 5,731,177 6,051,789 △320,612 △5.3

④ 40,531,917 42,396,794 △1,864,877 △4.4

⑤標準財政規模 23,307,093 23,362,430 △55,337 △0.2

⑥ 4,593,428 4,616,918 △23,490 △0.5

6,913,913 6,326,616 587,297 9.3

18,713,665 18,745,512 △31,847 △0.2

項　　　　目

①
将
来
負
担
額

　　　分　子　合　計　①-(②+③+④)

　　　分　母　合　計　⑤-⑥
 

将来負担比率の増加は、分子が 587,297 千円(9.3％)増加し、分母が 31,847 千円(0.2％)

減少したことによるものである。 

 分子の増加については主に、①将来負担額が一般会計等の地方債現在高や退職手当負担見

込額の減等により 1,149,309 千円(1.8％)減少したものの、分子の控除額である④地方債現

在高等に係る基準財政需要額算入見込額が交付税算入率の高い地方債現在高の減により

1,864,877 千円(4.4％)減少し分子が増加したことによるものである。 
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3. 資金不足比率 

 資金不足比率は、公立病院や下水道などの公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模であ

る料金収入の規模と比較して指標化し、経営状態の悪化の度合いを示すものである。 

 資金不足比率は、次のとおりである。 

  

（単位：％､ポイント）

平成30年度 平成29年度 増減
経営健全化
基　　　準

－ － －

(△106.0) (△105.3) (△0.7)

－ － －

(△55.0) (△61.2) (6.2)

－ － －

(△22.3) (△10.2) (△12.1)

－ － －

(△58.5) (△5.7) (△52.8)

－ － －

(△16.3) (△20.2) (3.9)

－ － －

(△39.0) (△29.0) (△10.0)

－ － －

(△0.3) (△2.1) (1.8)

－ － －

(0.0) (0.0) (0.0)

備考：資金不足比率については赤字でないため「－」で表示した。

　　　各比率の（　）内の数字は計算結果に基づく数値を参考として表示した。

小規模集合排水事業特別会計

(8)

区　　　　分

20.0

(1)水 道 事 業 会 計

(2)病 院 事 業 会 計

(3)
診 療 所 事 業 会 計
（ 小 児 救 急 セ ン タ ー ）

(4)
公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計
（ 公 共 下 水 道 事 業 ）

(5)
公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計
(特定環境保全公共下水道事業)

(6)農業集落排水事業特別会計

(7)

  

 いずれの会計も資金不足額を生じていないため、該当の数値はない。 

 なお、参考としての比率を求めたところ、前年度に比べ改善したものは、水道事業会計が 0.7

ポイント、診療所事業会計(小児救急センター)が 12.1 ポイント、公共下水道事業特別会計(公

共下水道事業)が 52.8 ポイント、農業集落排水事業特別会計が 10.0 ポイントで、悪化したも

のは、病院事業会計が 6.2 ポイント、公共下水道事業特別会計(特定環境保全公共下水道事業)

が 3.9 ポイント、小規模集合排水事業特別会計が 1.8 ポイントである。 

 サイクリングターミナル事業特別会計については、資金剰余金を生じていないため算出さ

れなかった。 

 比率は次の算式による。 

資 金 の 不 足 額

公営企業の事業の規模
＝公営企業における資金不足比率
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(1)法適用企業 

 法適用企業の資金不足額の状況は、次のとおりである。 

 

（単位：千円）

A B C D

負債等
算　入

地方債
資産等 事業規模

(注1) (注2) (注3) (A+B-C-D)

水 道 事 業 会 計 212,692 0 1,571,500 0 △1,358,808 1,281,874

病 院 事 業 会 計 596,308 0 4,277,525 0 △3,681,217 6,681,896

診 療 所 事 業 会 計
( 小 児 救 急 セ ン タ ー )

12,512 0 23,698 0 △11,186 49,970

注1:負債等＝流動負債－(控除企業債等＋控除未払金等＋控除額＋PFI建設事業費等)

注2:建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高

注3:資産等＝流動資産－(控除財源＋控除額)

資　金
不足額解消可

能資金
不足額

区　　分

 

 

(2)法非適用企業 

 法非適用企業の資金不足額の状況は、次のとおりである。 

 

（単位：千円）

A B C D

歳出額
算　入

地方債
歳入額

(注1) A+B-(C-D)

公共下水道事業特別会計
( 公 共 下 水 道 事 業 )

1,873,176 0 2,175,005 0 △301,829 515,262

公共下水道事業特別会計
( 特 定 環 境 保 全
公 共 下 水 道 事 業 )

104,949 0 112,205 0 △7,256 44,406

農 業 集 落 排 水
事 業 特 別 会 計

325,387 0 351,686 0 △26,299 67,389

小 規 模 集 合 排 水
事 業 特 別 会 計

1,537 0 1,542 0 △5 1,510

サ イ ク リ ン グ タ ー ミ ナ ル
事 業 特 別 会 計

10,088 0 10,088 0 0 5,441

注1:建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高

事業規模
翌年度
へ繰り
越すべ

き財源

区　　分
資　金
不足額

 
 


